新事業に係る説明書
申請者名　　　　　　　　　　　　　　　

１．新たな事業活動の計画の名称及び類型
	計画の名称
　※例：●●商品の開発・販売　等

	左記の事業活動の類型

※↓計画の対象となる類型全てに◯印

１．新商品の開発又は生産
２．新役務の開発又は提供
３．商品の新たな生産又は販売方式の導入
４．役務の新たな提供方式の導入その他新たな事業活動


２．既存事業の概要（創業者の場合は不要）
	既存事業の内容



	経営課題（新たな取組みが必要となる理由、背景）




３．新たな取組みの内容
	内容（


	想定する市場及びターゲット



	事業の特徴（セールスポイント）


	その他計画を行う上での課題及び対策等




４．目標（期待される効果）
	売上高　　別紙のとおり

	雇用の見込


	今後の展望




５．予定する販売先・仕入先

	販売先
	
	仕入先
	


６．資金計画（必要資金と調達方法）
	必  要  資  金
	金    額
	調  達   方  法
	金    額

	 eq \o\ad(設備資金,　　　　　　　)
	投下固定資産

(土地･家屋･償却資産の取得費、改装費など)
(内訳)
上記以外の投資的経費

(内訳)
	万円

	自己資金

	万円


	
	
	
	親、兄弟、知人、友人等からの借入

(内訳・返済方法)

	万円


	
	
	
	金融機関からの借入

(内訳・返済方法)

	万円


	 eq \o\ad(運転資金,　　　　　)
	商品仕入、経費支払資金など

(内訳)


	万円

	
	

	合   計（総事業費）
	万円
	合   計（総事業費）
	万円


７．事業後の見通し（月平均）

	
	操 業 当 初
(　　　年　　月)
	軌道に乗った後

(　　　年　　月)
	売上高、売上原価（仕入高）、経費

の計算根拠記入欄

	 eq \o\ad(売上高,　　　　　　) ①
	万円
	万円
	

	 eq \o\ad(売上原価,　　　　　　) ②

 eq \o\ad((仕入高),　　　　　　)
	万円
	万円
	

	経

費
	人件費(注)
	万円
	万円
	

	
	家賃・地代
	万円
	万円
	

	
	支払利息
	万円
	万円
	

	
	減価償却費
	万円
	万円
	

	
	その他
	万円
	万円
	

	
	合計③
	万円
	万円
	

	利益①－②－③
	万円
	万円
	(注)個人自営業者の場合、事業主分は含


